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方式になっており､WasteManagementIn°.(年間売上高 130億 ドル､従業員 7万人)や












































































































































































































































利用する方向で取 り組む一方で､出版等関係業界とも協議 して材料 リサイクルを可能にすべ
く検討されている｡
こうした点も含めて､紙のリサイクリングも前文のアルミ･スチールの場合と同様に､回
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概ね 100%で､再資源化率も約 75%に達している｡平成 9年 5月さらなるリサイクリング向
上および適正処理の促進のために ｢使用済み自動車リサイクルイニシアティブ｣が通産省指
針として発表され､リサイクリングのための具体的な数値目標が設定された｡
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図に示す通り 1995年度の建設廃棄物の量は1億 トン近くになっており (但しこの年は阪
神 ･淡路大震災の復旧工事の分が全体の 20%程度を占めている)､そのリサイクリングの状
況は以下のようになっている｡
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品目名 見込みJa (計画i) 平成9年度年間分別収集量② (実績) 達成率(勤′o) 再商品化量3再商品化率③′② 9年度分別収集予定市町村数4実施市町村数6) 実施率⑤/顔)
無色ガラス 406,133トン 292,775トン 72.10% 275,119トン 94.α)% 1ー662 1.610 96.90%
茶色ガラス 299,536[) 243.916トン 81.40% 228.170トン 93.50% 1,666 1,610 96.60%
その他ガラス 118.536トン 107,533トン 90.70% 95,190トン 88.50% 1.609 1.535 95.40%
ペットボトル 21,180トン 21.361トン 100.90% 19,330トン 90.50% 716 631 88.10%
スチール缶 526,701トン 464.662トン 88.20% 443,50トン 95.40% 2,465 2ー411 97.80%
アルミ缶 148.885トン 112,527トン 75.60% 107,455トン 95.50% 2.473 2ー420 97.90%
(注 :紙パ ックについてはいわゆる集団回収分のかな りの分が集計 されていないため､達成率
は実際よりもかな り低 くでていると考えられる)
また平成 10年度の分別収集予定は以下となっている｡ (実績は平成 11年 11月現在未集計)
表 4.8.2平成 9年度の分別収集 ･再商品化等の状況
品目名 分別収集量 実施市町村数
平成9年度 平成10年度 平成9年度 平成10年度
実績率 見込み量(計画量) 実施数 実施予定数
無色ガラス 292.775トン 486.025トン 1,610 1.966
茶色ガラス 243.916トン 358.012トン 1,610 1.971
その他ガラス 107,533トン 140.443トン 1,535 1,918
ペットボ トル 21,361トン 44.590け 631 1.159
スチール缶 464.662トン 590.858トン 2,411 2.631
アルミ缶 112.527トン 170.535トン 2,420 2.643
(4)PETボ トルのリサイクリング
現在､容器包装 リサイクル法で分B.rj収集 ･再商品化の対象 となっている唯一のプラスチ ック
材がこのPETボ トルであるが､この リサイクリング状況について少 し詳 しく調べてみる｡
まず､その用途別使用量の近年の推移を下図に示す
表 4.8.3PETボ トルの用途別使用量
用途 1995年 1996年 1997年 1998年 1999年(予測)
第2種指定品目 沸涼飲料 118.831 149.088 194,748 258.793 304.000しょうゆ 3,49 13,51 13.222 12,900 12,65
酒類 9788 10,233 10.836 10.234 10.500
指定品目合計 142.110 172.902 218.806 281.927 32T150
その他 洗剤､シャンプー 14.472 12.052 12.807 10.657 9.000
食用油 1.373 1.160 1,461 1.511 1.500
調味料 9.674 ll.031 10,565 ll.489 12.350
化粧品 3.354 3.020 3.590 4.787 5,000
医薬品､その他 1.847 3.258 4.500 3.528 3.000
pETボトルtB暮会■べ(単位 トン)
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再商品化計画 17.500トン 30,400トン 46.600トン
市町村分別収集計画収集pETボトル回収率 21.180トン 44.590トン 59,263トン18.1%
21,361トン 47,500トン
9.8% 168%
同上計画市町村数 716(実施済631) 1,159(実施済988) 1,449
協会との契約(財)日本容器包装リサイクル協会
契約自治休数(全国3235市町村) 413 765 997
(組合も含む) (組合も含む) (組合も含む)
同上数量 14,214トン 32.799トン 49.620トン
引取量 14.014トン 35.664トン ***社契約特定事業者数 98社 211社
同上数量 15.986トン 32.799トン 49,621トン




表 4.8.5PETボ トルの生産 と回収の推移 (PETボ トル リサイクル協会調べ)
回収量トン 生産量トン 回収率%
1993年 528 123,798 0.4
1994年 1,366 150.282 0.9
1995年 2,594 142,110 1.8
1996年 5,094 172,902 2.9
1997年 21,361 218,806 9.8
1998年 47,620 281,927 16.9





再生PETボ トルは再び容器 として､また､また台所用水切 り袋､換気扇フィルター､また
繊維 としてワイシャツや ワーキングウェア､Tシャツやポロシャツ､エプロンに使われた り､
ク リアファイル といった事務用品､そのほか､室内カーペ ッ トや乗用車カーペ ット､贈答用箱


































































再 賓 讃 化 量 トン/午
日999年均斉汚科3
1991年 1992年 19938 1994* 1996年 1996年 1997年 1998年 2000年
男義 美『 測 器『 男■ 実蟻 実ヰ 実績 日胡
(平成3年)(平FZ4年)(平成8年)(平成6年)(平成7年)(平成8年)(W )(平成1C*)(平成12年)
胃Jt鵡Ib事 12J69B l7.4% 劫.1% 242% 27.39' 29.7% 302弘 312弘35%(E1号)
組 雷 171干t 170千t 165平t 15B千t 179千t lBO千t lB紳 182千t



























































す (1)燃え殻 石炭がら.コー クス灰,重油灰,木炭,木炭灰,すす,産業
ベて 廃棄物の焼却灰,炉掃出物.廃カーボン類,廃活性炭(2) 汚 混 ナイト廃汚泥,廃水処理汚泥,道路側I.排水路汚泥.研
の辛 磨汚泥,廃消化剤,廃白土.廃ショットブラスト(3)廃 油 料,ター ルピッチ,廃絶縁油, インク
薫請 (引火点が70℃以上のものに限る)(4)廉 鼓 酸洗工程廃液,酸性メッキ廃汲 写真定着液





たもの 足場パイプ(9)ガラスくす及び陶破器 ず 空瓶,ガラスくず,陶磁器くず(タイル等),耐火レンガくず
(10)鉱さい スラグ,ノロ.廃鋳物砂,不良鉱石,金属スラグ
(ll)がれき類 れに類する不要物(セメントコンクリー トがら.アスファルト






























廃石綿等 * らヽ ､ 'A '-Ej











平成 8年度における産業廃棄物の発生量や約 4億 トン､一般廃棄物は約 5000万 トンとなっ
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こうした環境調和型社会において生産 ･消費 (使用)されるべき製品は､その構造 ･使用材















































































































































⑨ 環境調和型社会実現のためには企業には製品の開発 ･販売や会言上 調達といったすべての企
業活動において ｢環境調和性｣をとりいれた ｢環境経営｣が､消費者には製品 ･サービスの
選択基準として ｢環境調和性｣を重視した消費活動が求められる｡また社会全体の環境意識
向上を目指した環境教育の体制整備が国 ･自治体に求められる｡
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2.今後の調査研究
今回のレポー トは環境調和型社会のベースとなるべき循環型経済構築のための廃棄物リサイ
クリングに関する現状のシステムについて調査した結果の報告というべき位置づけである｡
今後､この調査結果を活かして新たな社会制度の確立や技術開発の推進に関する研究が進め
られ､具体的な政策 ･制度の立案に発展させることが期待される｡新社会のあるべき姿やそこ
に至る方向性についてはまだ不明確な面が多く試行錯誤の歩みが予想されるが､当面の課題と
して以下のような事項があげられる｡
1)循環型経済社会を可能とする社会制度 ･システムの整備 ･確立
循環型経済社会を構築するための制度 ･システムを整備 ･確立するための今後の政策課
題と方向性を明らかにする｡そのためにはリサイクリング等で先進的な取り組みを行って
いる欧米諸国における制度 ･システムや静脈産業についての事例を調査して､我が国の実
態に即して反映させる事を検討する｡
2)循環型経済社会のための基礎データ整備及び定量的な検討
廃棄物の発生､流通､処理の実態等に関する基礎データを収集し､オープンなデータベ
ースとして構築する｡これに基づき各種計量 ･統計手法を活用して､循環型経済社会の姿
と今後の静脈産業の展望について定量的な検討をおこなう｡
3)円滑な物質循環と静脈産業発展を目指した今後の制度及び政策の方向性確立
静脈産業発展のための制度 ･法体系や産業立地 ･物流政策等の経済政策課題を明らかに
し､静脈産業育成のための政策方向および循環型経済社会における産業構造を検討する｡
4)循環型社会を支える技術面での環境整備を行う
円滑な物質循環及び静脈産業を支えるべき技術に関して､その効率的な開発 ･実用化の
体制を整備するために､技術データの収集整備や開発課題に関する調査を行う｡
以上を踏まえて動脈産業のみならず静脈産業を含めた全体の経済活動 ･物質循環が効率的に
行われる循環型経済社会を構築するための総合的な政策課題を明らかにして推進することが重
要であると考える｡
20世紀における工業化社会の繁栄は地球環境の犠牲の上に成り立ってきたが､21世紀の人
類社会は地球環境との調和･共存を図らずしてその持続的な繁栄は保つことはできないといえるO
こうした新しい社会体制の構築のためには科学技術､社会制度等の面で解決すべき課題は多い
が国際社会協調のもとに取り組めば､必ずや道は開けてくると信じる｡
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